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指定都市「国の施策及び予算に関する提案（通称「白本」）」について 

 

 

１ 趣旨・目的 

指定都市では、社会経済情勢の変化に伴い、社会保障制度等の充実・向上に向けた

財政需要が増加しているが、現状において、税制・財政上十分な措置がなされていな

いことに加え、地方法人税の導入により、都市税源の更なる確保が厳しくなるなど、

財政運営は極めて難しい状況に置かれている。 

指定都市は、このような状況の中でも、圏域における中枢都市として、先駆的かつ

先導的な役割を果たすことが不可欠であり、また、子ども・子育て支援の充実を始め

とする様々な緊急かつ重要な施策を、積極的に推進していく必要がある。 

そこで、大都市特有の行政課題に対応するために必要な制度や政策の創設・改善等

について、指定都市市長会及び議長会連名で国や政党に対して、令和９年度の国の予

算編成に当たり適切な措置を講ずるよう、提案・要請するものである。 

 

２ 令和９年度指定都市提案（令和８年度作成分）について 

(1) 提案の作成経過 

〇令和８年４月  原局局長会議及び指定都市市長会において、提案項目・内容 

を調整 

〇令和８年６月  窓口・財政担当局長会議にて提案（案）が決定 

〇令和８年７月  市長及び議長の御了承後、提案確定 

 

(2) 提案項目 

＜財政・大都市制度関係＞（３項目） 

①  地方交付税の必要額の確保 

②  物価高への対応に要する財政措置等 

③  多様な大都市制度の早期実現 

＜個別行政分野関係＞（８項目） 

④  「こども未来戦略」を踏まえたこども・子育て支援の充実 

⑤  インフラ施設の老朽化対策及び防災・減災対策による国土強靱化の推進 

⑥  中学校を含めた給食費無償化の制度化及び安定的な財源確保 

⑦  義務教育施設等の整備促進 
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⑧  脱炭素社会の実現 

⑨  持続可能な学校体制づくり 

⑩  地域公共交通の確保維持改善に係る財政措置の拡大 

   ⑪ 基幹業務システムの統一・標準化の課題の解決 

 

３ 今年度の要請活動について 

各指定都市が分担して、関係府省、政党及び地元選出国会議員に対する要請活動を

実施する。 

※本市は今年度、公明党への要請活動を担当する。 
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参考資料 

指定都市「令和８年度 国の施策及び予算に関する提案」（白本）の 

主な成果について 

 
 
●：提案 

○：成果 

 
１．地方交付税の必要額の確保 

●大都市特有の財政需要に加えて、防災・減災、国土強靱化のほか、こども・

子育て政策の強化、物価や賃金の上昇の影響を受けるものなど様々な財政需

要を抱えていることから、臨時財政対策債に頼ることなく、法定率の引上げ

などにより、地域社会に必要不可欠な一定水準の行政サービスの提供に必要

な地方交付税総額を確保すること。 

○社会保障関係費、人件費の増加や物価高が見込まれる中、地方団体が様々な

行政課題に対応し、行政サービスを安定的に提供できるよう、地方交付税等

の一般財源総額について、令和７年度を上回る額が確保された。 

 

※地方交付税 20 兆 1,848 億円（前年度比 ＋1 兆 2,274 億円、＋6.5％） 

 

 
２．多様な大都市制度の早期実現 

●国家戦略として多極分散型社会の実現を目指し、次期地方制度調査会に特

別市の法制化を含めた大都市制度の調査審議を諮問し、国・道府県・大都市

の役割分担を含めた地方自治制度のあり方について議論を進め、地域の実情

に応じた多様な大都市制度を早期に実現すること。 

○令和８年１月 19 日、第 34 次地方制度調査会の第１回総会が開かれ、総理

大臣から「人口減少により深刻化する人材の不足や偏在、デジタル技術の進

展等の課題に対応し、将来にわたり、地域の特性に応じて、持続可能かつ最

適な形で行政サービスを提供していくため、国・都道府県・市町村間の役割

分担、大都市地域における行政体制その他の必要な地方制度の在り方につい

て、調査審議を求める」ことについて諮問が行われた。 
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３．子ども・子育て支援の充実 

●こども医療費等に係る助成、保育所等の利用者負担額の軽減策等の地方自

治体独自施策について、国による統一的な制度の創設や支援の拡充等に取り

組むこと。また、保育所等の職員の処遇改善や人材確保のための財政措置を

図るほか、地域区分の適切な設定を含めた公定価格の引上げ、施設整備補助

に係る事業費の確保や補助率の嵩上げ、医療的ケア児等の受入促進及び対応

に係る財政措置の更なる拡充等を図るとともに、放課後児童支援員の処遇改

善、放課後子供教室と放課後児童クラブの連携、一体的運営の推進に係る財

政措置の拡充等を図ること。 
乳児等通園支援事業の給付化に当たっては、事業者の採算性確保に必要な

財政措置や保育人材の確保策を講ずるとともに、各地方自治体の実情に沿っ

た柔軟な運用が可能な制度とすること。 
○保育所等の職員の処遇改善・人材確保、保育の受け皿確保に向けた補助率の

嵩上げ、医療的ケア児の受入体制整備 

・職員の処遇改善について、令和７年人事院勧告に基づき５．３％の改善が図

られた。 

・保育所等の人材確保について、保育士資格等取得支援事業における補助基準

額の引き上げが行われた。（代替職員経費：1人 1日当たり 8,040 円→8,440

円） 

・医療的ケア児受入のための看護師等の配置について、補助基準額の引き上げ

が行われた。（看護師等の配置：5,290 千円→5,798 千円等） 

・放課後児童クラブ等の支援員の処遇改善について、人事院勧告等を踏まえた

人件費単価の引き上げが示された。また、待機児童が発生している市町村等

を対象とした施設整備費に係る国庫補助の割合が増加（公立 2/3→5/6、民立

1/2→5/8）し、自治体の負担割合が 1/2 軽減された。 

・乳児等通園支援事業について、事業者の採算性確保に向けた対応として、公

定価格の単価改定が行われた。 

【基本単価】こども一人１時間当たり 

 ０歳児：1,300 円→1,700 円 1 歳児：1,100 円→1,400 円 2 歳児：900 円

→1,400 円 
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